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簡易公募型プロポーザル方式に係る手続開始の公示 

（建築のためのサービスその他の技術的サービス（建設工事を除く）） 

 

次のとおり技術提案書の提出を招請します。 

  

令和７年１１月２７日 

支出負担行為担当官 

北海道開発局函館開発建設部長 赤川 裕志 

 

１ 業務概要 

(1) 業 務 名  今金河川事務所管内河川管理施設監理検討業務 

（電子入札対象案件）（電子契約対象案件） 

(2) 業務内容  本業務は、後志利別川の維持管理を適切かつ適正に遂行することを目

的として、技術基準等に基づき、後志利別川における堤防等河川管理施

設等の状態を把握して評価し、その対応策について検討するものであ

る。 

本業務の主な内容は以下のとおりである。 

・計画準備                   １式 

・河川の状態把握(点検等に関する既往資料の整理） １式 

・現地調査                                     １式 

・点検結果評価案の検討等 

  河川管理施設の評価案の検討                 1 式  

  修繕計画案の検討                           1 式 

・横断的連絡調整会議資料作成等                 １式 

・河川カルテ等の更新補助                       １式 

・河川管理レポートの作成補助                   １式  

・報告書作成                  １式 

(3) 履行期間  契約締結日の翌日から令和９年２月２６日まで 

(4) 本業務は、資料の提出及び入札等を電子入札システムにより行う。ただし、電子入

札システムによりがたいものは、発注者の承諾を得て紙入札方式に代えることができ

る。 

(5)  本業務は、契約手続きにかかる書類の授受を原則として電子契約システムで行う対

象業務である。なお、電子契約システムによりがたい場合は、紙契約方式に代えるも

のとする。 

 

２ 参加資格 

技術提案書の提出者は、(1)に掲げる資格を満たしている単体企業又は(2)に掲げる資

格を満たしている設計共同体であること。 

(1) 単体企業 

ア 予算決算及び会計令（昭和 22 年勅令第 165 号）第 70 条及び第 71 条の規定に該当
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しない者であること。 

イ 北海道開発局における業種区分「土木関係コンサルタント」に係る令和７・８年

度一般競争（指名競争）参加資格の決定を受けていること。 

ウ 北海道開発局工事契約等指名停止等の措置要領（昭和 60 年４月１日付け北開局工

第１号）に基づく指名停止を受けている期間中でないこと。 

エ 技術提案書を提出しようとする者の間に資本関係又は人的関係がないこと。（説

明書参照） 

オ 警察当局から、暴力団員が実質的に経営を支配する者又はこれに準ずるものとし

て、国土交通省公共事業等からの排除要請があり、当該状態が継続している者でな

いこと。 

(2) 設計共同体 

(1)に掲げる条件を満たしている者により構成される設計共同体であって、「競争

参加者の資格に関する公示」（令和７年１１月２７日付け北海道開発局長）に示すと

ころにより、今金河川事務所管内河川管理施設監理検討業務に係る設計共同体として

の競争参加者の資格（以下「設計共同体としての資格」という。）の決定を受けてい

るものであること。 

なお、設計共同体の競争参加資格に関する公示は、北海道開発局ホームページに掲

載する(下記アドレス参照)。 

https://www.hkd.mlit.go.jp/ky/jg/koujikanri/ud49g7000000zi04.html 

 

３ 技術提案書の提出者を選定するための基準 

(1) 参加表明者の経験及び能力 

(2) 配置予定技術者の経験及び能力、手持ち業務の状況 

(3) 当該業務の実施体制 

※「海外インフラプロジェクト技術者認定・表彰制度」により認定された海外実績は、

国内における実績と同様に評価する。 

 

４ 技術提案書を特定するための評価基準 

(1) 配置予定の技術者の経験及び能力 

配置予定の技術者の資格、同種又は類似業務の実績、担当した業務の業務成績 

(2) 業務の実施方針、実施フロー、工程表、その他 

業務の理解度、実施方針の妥当性、実施手順及び工程表の妥当性 

(3) 評価テーマに関する技術提案 

※「海外インフラプロジェクト技術者認定・表彰制度」により認定された海外実績は、

国内における実績と同様に評価する。 

 

 

５ 手続等 

(1) 担当部局 

〒040－8501 北海道函館市大川町１－２７ 
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北海道開発局函館開発建設部 契約課 上席専門官 

電話 0138－42－7532（直通） 電子メール hkd-hk-nyusatsu@mlit.go.jp 

(2) 説明書の交付期間及び交付方法 

令和７年１１月２７日から令和８年１月２０日までの行政機関の休日に関する法

律（昭和 63 年法律第 91 号）第１条第１項に規定する行政機関の休日を除く毎日、９

時 00 分から 17 時 00 分（最終日は 12 時 00 分）まで、電子入札システムにより交付す

る。ただし、紙入札により参加を希望する場合は、あらかじめその旨を担当部局へ電

話で申し込むこと。申し込み受付後、交付する。 

(3) 参加表明書の受領期限、提出先及び提出方法 

令和７年１１月２７日９時 00 分から令和７年１２月９日 12 時 00 分までに、電子

入札システムにより提出すること。ただし、発注者の承諾を得た場合は、紙により持

参、書留郵便（提出期間内必着。）又は託送（書留郵便と同等のものに限る。提出期

間内必着。）により提出すること。提出先は上記５(1)に同じ。 

(4) 技術提案書の受領期限、提出先及び提出方法 

令和７年１２月２３日９時 00 分から令和８年１月２０日 12 時 00 分までに、電子

入札システムにより提出すること。ただし、発注者の承諾を得た場合は、紙により持

参、書留郵便（提出期間内必着。）又は託送（書留郵便と同等のものに限る。提出期

間内必着。）により提出すること。提出先は上記５(1)に同じ。 

 

６ その他 

(1) 手続において使用する言語及び通貨 日本語及び日本国通貨に限る。 

(2) 関連情報を入手するための照会窓口 上記５(1)に同じ。 

(3) 契約書作成の要否 要 

(4) 当該業務に直接関連する他の設計業務の委託契約を当該業務の委託契約の相手方と

の随意契約により締結する予定の有無 無 

(5) 上記２(1)イに掲げる一般競争（指名競争）参加資格の申請を受理されていない単体

企業又は２(2)に掲げる設計共同体としての資格の決定を受けていない者（一般競争

（指名競争）参加資格の決定を受けていない単体企業を構成員とする場合を含む。）

も上記５(3)により参加表明書を提出することができるが、その者が技術提案書の提出

者として選定された場合であっても、技術提案書を提出するためには、技術提案書の

提出期限において、当該資格の決定を受けていなければならない。 

(6) 詳細は説明書による。 

 

７ Summary 

(1) Subject matter of the contract imakanekasennjimusyo Kasenkanrishisetsu 

Kanrikentougyoumu 

(2) Time-limit to express interests by electronic bidding system：12:00 p.m.  

9 December 2025 (by bringing, mail：12:00 p.m.9 December 2025) 

(3) Time-limit for the submission of proposals by electronic bidding system： 

12:00 p.m. 20 January 2026 (tenders brought with 12:00 p.m. 20 January 2026 
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or submitted by mail：12:00 p.m. 20 January 2026) 

(4) Contact point for documentation relating to the proposal：ARAKAWA Shiho, Senior 

Officerof Contracts Division, Hakodate Development and Construction Department, 

Hokkaido Regional Development Bureau, Ministry of Land, Infrastructure, 

Transport and Tourism, 1-27, Okawacho, Hakodate, Hokkaido 

040-8501, Japan TEL 0138-42-7532  


